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1 .はじめにー研究動向及び本稿の目的　
　20世紀の前半期を，今日の視点で捉え直す
ならば，「二つの世界大戦の時代」とよぶこ
とが可能である。第二次世界大戦前史（1930
年代）研究は，米ソ冷戦時代の1940年代から
50年代において，欧米学界を中心に，第二次
世界大戦の原因・起源研究が米ソ両陣営のイ
デオロギー的対立や戦争責任追及論と関連し
ながら，双方で別個に行われた経緯がある。
その研究状況に一大転機をもたらしたのは，
1962年に，イギリスの現代史家アラン・ジョ
ン・テイラー（A.J.P.Taylor）が『第二次世界
大戦の起源』を刊行したことによる 1 ）。テイ
ラーは同書の中で，大戦前の30年代において，
ヒトラーはドイツ民族の東ヨーロッパにおけ
る生存権獲得を目的とした侵攻計画を戦略上
保持していなかったとする説を展開する。そ
の結果，当時学界で正統とされてきた学説を
継承し，ヒトラーが東ヨーロッパ領土へ一貫
した侵略計画を持っていたと主張する，
ヒュー・トレヴァー =ローパー（Hugh R. 
Trevor-Roper）との間で著名なテイラー・ト
レヴァー =ローパー論争を展開する 2 ）。これ
以降70～80年代にかけて，イギリスの外交文

書が相次いで公開されたこともあり，第一次
資料の分析に基づく実証的研究が続く 3 ）。現
代史的には，90年代に入り，ソヴィエト連邦
や東欧社会主義圏が崩壊し冷戦構造が大きく
変化すると，第一次世界大戦（1914～18年）
と第二次世界大戦（1939～45年）を連続する
一つの時代としてとらえる見解が一般化し，
そうした解釈に立つ研究成果も刊行される。
その代表的なものが，イギリスのエリック・
ホブズボーム（E.J.E. Hobsbawm）の学説で
ある。彼は，現代史としての20世紀を，第一
次世界大戦が始まった1914年から，ソヴィエ
ト連邦・東欧社会主義圏が崩壊する1991年ま
での，「短い20世紀」として捉える。そこには，
二つの世界大戦の連続性に着目して，大戦自
体を研究対象とする意図が窺われるのであ
る 4 ）。
我が国における第二次世界大戦前史研究
は，角田順，斉藤孝等の先駆的研究がある。
斉藤の著作は，70年代までのこの分野におけ
る一到達点である。70年代以降，広範な一次
資料を活用した研究として，木畑洋一や佐々
木雄太などの研究がある。木畑の研究は我が
国における本格的な資料研究の先駆けとな
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り，佐々木の研究は80年代までのイギリス外
交研究の集大成的意義を持つものである 5 ）。
しかしながら90年代以降は，1920年代に遡っ
て，ヴェルサイユ体制の構造的修正や安全保
障政策と関連づけながら，従来は30年代外交
で主に取り扱われた「宥和政策」を遡って広
く解釈する立場から，イギリス外交を論じる
研究はあるが，30年代イギリス外交政策を正
面から取り扱った研究は少なく，その点に本
稿がもつ研究上の意義はある 6 ）。
以上の先行研究を踏まえて，本稿の目的は，
戦間期とくにその崩壊過程が明らかとなる，
1936年から39年期の西欧国際関係とイギリス
外交との関連について，スペイン内戦とチェ
コスロヴァキアのズデーテン問題を中心に，
論点を整理し課題を抽出することにある。加
えて，39年 9 月の大戦勃発に至る大国間外交
の一断面を，イギリス外交の視角から，宥和
政策の再検討を通じて考察する。
　30年代後半の時期は，エドワード・ハレッ
ト・カー（E.H. Carr）の表現を借りれば「一
面で不安と恐怖にうらづけられた対立の時
代」であった 7 ）。その国際的な不安の状況は，
突き詰めれば，ドイツ・イタリア･日本の現
状変更勢力とイギリス・フランス・アメリカ
合衆国等の現状維持勢力（ヴェルサイユ体制
擁護派）との対立に起因している。そして双
方から異端視扱いされたソヴィエト連邦は，
結果として流動的な国際状況の中で第三極を
占め，外交的フリーハンドを行使しうる立場
となる。
本稿で取り扱う，1936～39年のヨーロッパ
国際関係において，ファシズムと反ファシズ
ム両勢力の対立が，より尖鋭化・顕在化した
のが，スペイン内戦問題（36～39年）であり，
チェコスロヴァキアのズデーテン問題（38
年）である。重要な問題は，この時期にヨー
ロッパの国際秩序（ヴェルサイユ・ロカルノ

体制）の一大転換点，すなわち国際連盟中心
の集団安全保障体制が実質的に破綻して，
ウィーン体制以来の，西欧四大国中心の伝統
的大国外交の復活が，イギリス主導で図られ
たとする仮説が成立し得るか否かを見極める
ことである。
そこで本稿では，「スペイン内戦」と「ド
イツ・イタリア枢軸関係」そして30年代後半
のイギリス外交のバックボーンをなす「宥和
政策」に焦点を絞り論述する。そして30年代
ヨーロッパ国際関係をめぐり，イギリス・フ
ランス・ドイツ・イタリア四大国の大国外交
とソヴィエト連邦との関連について考察する。
なお本稿で使用する，ファシズム勢力の定
義については，イタリア・ファシズムおよび
ドイツ・ナチズムに範囲を限定する。また両
者の総称として，一括してファシズムという
用語で記述する。

2 ．スペイン内戦の国際環境
　1936年 7 月17日，スペイン領モロッコにお
いて，現地駐留軍が本国政府に対して反乱を
起こした。その後フランコ（Francisco Franco）
将軍がナショナリスト軍（反乱軍）の指揮権
を掌握して，共和国政府軍（市民義勇軍，海・
空軍の一部兵力で構成）との約 3年にわたる
内戦が始まるのである。
　31年革命により成立した，第二共和政下で
は，はじめは中道・左派政権が誕生し，33年
の総選挙で右派・保守勢力が勝利を占めると
政治の反動が起きる。これに対して34年の反
右派の10月闘争 8 ）鎮圧を契機に，危機感を
共有した左派・中道勢力の連携が進み，36年
1 月に人民戦線が結成された 9 ）。同年 2月の
総選挙では，左右両派の対立となり，人民戦
線側が得票総数以上に議席を獲得する結果と
なる。しかしながら，その勝利が議席数程に
圧倒的なものでなかった点にも明らかなよう
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に，新政権は国民諸階層の支持を受けたもの
ではなかった10）。加えて人民戦線内部に，政
権構想をめぐる深刻な対立・分裂が存在し，
結果的に同戦線は自らの政治的基盤を弱める
ことになる。その状況下で，右派・保守勢力
側は軍部（特に陸軍）と結託して社会不安感
を煽り，政治的混乱の中で挙兵をする。
同内戦に臨む各国の対応は如何なもので
あったのか，次に整理してみる。スペインと
同じく人民戦線政府をもつフランスは，共和
国政府との関係で重要な役割を果たすことに
なる。内戦の開始直後，共和国側からフラン
ス政府に軍需物資等の援助要請が行われた11）。
一旦は援助を決定したフランス政府首脳も，
フランス国内世論の分裂への配慮およびイギ
リス政府からの働きかけにより，関係諸国を
対象とする不干渉協定案を作成するに至る12）。
フランス主導の不干渉案は 8月 2日に内外に
発表され，ポルトガルを除く諸国は，原則的
にこれを受け入れるのである13）。同時にフラ
ンスは共和国政府側への物資援助の即時停止
を決定した。同日イギリス政府もフランス提
案を支持し，協定調印にむけて主導性を共に
発揮することを了解した14）。こうして両国政
府を中心に，不干渉政策の実施が図られるこ
とになる。
内戦の初期段階において，イギリス政府は
不干渉の立場を明確にしている。同政府部内
では，ほぼ全閣僚がこの原則に同意していた。
他方イギリス社会では，一部知識人を中心に
熱烈な共和国支持派は存在したが，世論全般
を見渡せば，現実的な政策選択として，不干
渉政策の堅持こそが国内における多数意見で
あった15）。
内戦の開始以来，国際環境の基本的な構図
は，イタリア・ドイツ・ポルトガルがナショ
ナリスト軍側を，ソヴィエト連邦が共和国政
府側をそれぞれ支持していた。さらにアメリ

カ合衆国は，中立法（35年）成立後は，ヨー
ロッパに対する局外中立の姿勢を一層強めて
いた。
こうして36年 8 月までには，各国の内戦へ
の対応はほぼ明確となる。その間に，イギリ
ス政府の協力の下にフランス政府が主導し
て，主要各国間で不干渉協定が締結されて，
政策の徹底およびその実効性を高めるため
に，不干渉査察委員会（以下，不干渉委員会
と略す）の設置が決定される16）。

3 ．内戦と不干渉委員会
　1936年 9 月 9 日にロンドンで開会し，39年
5 月19日に解散（実質的審議は39年 4 月20日
終了）した不干渉委員会に関する今日的評価
は，「ロンドンの喜劇」と揶揄された当時と
変わらずに，必ずしも芳しくはない。その主
な原因は，内戦初期の段階から同委員会の主
要構成国（ドイツ・イタリア・ソヴィエト連
邦）が内戦当事者に公然と加担した点に求め
られる。こうした自己矛盾が，査察機能の実
効性を低下させていた。その結果，イギリス・
フランス両国が委員会を政治的対立の局外に
置こうとする試みは，初期段階において挫折
せざるを得なかった。
この時期，不干渉委員会ではスペイン国内
に流入する物資を，委員会加盟各国がスペイ
ンの国境および海上において査察する計画案
が審議されている17）。査察の公平性を保つた
めに，具体的には国際監視委員をスペイン国
境および各港に配置して査察する案が検討さ
れ，37年 3 月 8 日の委員会総会で，その実施
予定が 4月20日と決定された（ 3月案）18）。
この計画には，様々な矛盾が含まれるが，最
大のものはナショナリスト軍に加担していた
イタリア・ドイツ両国が，海上査察区域を担
当した点である。独伊両国はそこを拠点に，
軍事介入をさらにエスカレートさせることに
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なる。こうした欠陥にも拘わらず，査察計画
案が額面通り実施されたならば，内戦をスペ
インの国内問題に限定し得る可能性は，残さ
れていたかもしれない19）。しかしながら，委
員会で検討されたスペインからの外国義勇軍
の撤退問題をめぐり，イタリア・ソヴィエト
連邦両国代表の対立が激化して，完全実施は
5月以降に延期される。さらにイタリアとド
イツの海軍艦艇が共和国政府軍機に攻撃され
た事件を契機に， 6月に両国が海上査察から
正式に離脱し20）， 7月にはフランス政府が独
伊両国の協定違反に抗議して，スペインとの
国境監視を中止（38年 3 月再開）して，査察
計画の継続は事実上不可能となる。
行き詰まった事態の打開を図り，イギリス

政府は「査察に関する修正案」を提示する21）。
この案は査察計画全般にわたる見直しを主張
しており，実質的には新査察計画案ともよべ
るものである。特に 3月案と比べて，内容的
に大きく変更した点は，従来の海上査察を取
止めて，内戦当事者の勢力下にある港への小
規模な国際監視員の派遣を決定したことであ
る。さらに重要な点として，国際義勇軍の撤
退状況に一定の進展が認められると判断され
た場合には，内戦当事者双方に「交戦国権利」
を付与することを明記した点である。この決
定の背景には，イギリス・フランス両国政府
の対スペイン政策の変更，すなわち不干渉・
中立の厳守という線からの後退があったと言
うことができる。
その後イギリス代表イーデン（Anthony 

Eden）外相が，強いイニシアティヴを発揮
して，11月 4 日に，修正査察計画案の実施が
委員会総会で採択されたのである22）。ところ
が，議論が各論の技術的問題の討議に入ると，
戦時国際法で認められていた「交戦国権利付
与問題」をめぐり，イギリス・フランスとド
イツ・イタリア各代表の対立が表面化して，

審議の続行は不可能となる。その結果，38年
2 月 3 日に修正査察案をめぐる実務的審議が
行われたのを最後に，不干渉委員会は事実上
休会状態となり，その審議機能を停止するに
至ったのである23）。そしてナショナリスト軍
が内戦における優位をほぼ固めると，38年 7
月には，不干渉委員会で外国人義勇兵の撤退
を採択した。その後ミュンヘン会談を経て，
ソヴィエト連邦の支援撤退があり，共和国軍
の中核マドリードが陥落し，39年 4 月 1 日に
はフランコによる内戦終結宣言が行われる。
すでにイギリスおよびフランスは， 2月27日
にはフランコ政権を正式に承認している。
ここでスペイン内戦に関わる補遺について
述べる。第一に，不干渉査察計画案の作成お
よび実施に関わるイギリス政府の責任につい
てである。前述のとおり，不干渉政策の提唱
は，フランス政府が主体的に行ったとされる
が，その際にイギリス側から働きかけがあっ
たという説がある。両国の政府間交渉記録を
検討すると，イギリ政府からフランス政府へ
の直接的な圧力を記した公式文書は現存しな
い。しかしながら，イーデン外相やクラーク
（Sir George Clerk）フランス駐在大使はフラ
ンス政府首脳に，間接的に不干渉の意向を伝
えている24）。したがって，不干渉政策の策定
過程で，イギリス側から非公式な勧告が再三
行われた事実からも，政策策定に関しては，
イギリス政府にも応分の責任があると考えら
れる。
そのことは，第二に，不干渉委員会が査察
機能を十分に果たせなかった点についての責
任と関連する。イギリス・フランス両国政府
は，ドイツ・イタリアの内戦への介入を阻止
し得ず，委員会が内含する自己矛盾を解決す
ることはできなかった。その結果として，こ
の時期ドイツおよびイタリア両国は接近を図
り，枢軸同盟へと発展する。イギリス・フラ
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ンス側のこうした「宥和的」な態度に関する
説明として，特にイギリス政府内には，スペ
イン共和国政府に対する反感，そして共和国
政府側を積極的に援助していたソヴィエト連
邦に対する根強い警戒感が存在していた点
を，指摘しておく25）。
第三に，スペイン内戦が一国内にとどまら
ず広くヨーロッパ全体の国際問題になった点
を指摘したい。30年代のもつ時代性，すなわ
ちファシズム勢力対反ファシズム勢力という
基本的対立関係が，スペインの地において具
現化した事実である。同内戦を題材にした芸
術作品が，多数生みだされた事実を想起すれ
ば，如何に当時のヨーロッパ世界に大きな衝
撃を与えたかを窺い知ることができる26）。そ
の意味で，スペイン内戦は大戦前史における
大きなテスト・ケースである。
　
4 ．ドイツ・イタリア枢軸関係の確立
ここでは，スペイン内戦期をつうじて，ド
イツ・イタリア両国の連携がどのように形成
されたのかについて，焦点をあてる。
ドイツ・イタリア枢軸（Axis）関係の構築
は，スペイン内戦に両国が深く介入する過程
で本格化した。イタリア外相チャーノによる
ベルリン訪問を契機に，36年10月に「ロー
マ・ベルリン枢軸」関係が成立した。因みに
枢軸という言葉は，ハンガリーの政治家ゲン
ベシュ（Gyula Gömbös）が最初に公式の場で
使用し，後にムッソリーニ（Benito Mussolini）
が大々的に喧伝したことから，当時の世界に
広まったものである27）。この盟友関係は，日
本を加えた 3国防共協定（37年11月）締結か
らドイツ・イタリア鋼鉄（軍事）同盟（39年
5 月）をへて日本・ドイツ・イタリア三国同
盟（40年 9 月）締結へと発展するのである。
　36年 9 月にロンドンにおいて，イギリス・
フランスを中心に不干渉委員会が設置される

頃には，ドイツ・イタリア両国の提携は一層
緊密なものとなっていた。同年11月に両国は，
フランコ政権を承認すると，ドイツは空軍の
「コンドル軍団」をイタリアは陸軍の「義勇
兵団」を派遣した。これらの正規軍をはじめ
として，内戦をつうじてイタリアは約 7万人
そしてドイツは約 1万5000人の兵員を投入し
た。両国とも内戦へのコミットがエスカレー
トするにつれて，相互に利害の一致をみるよ
うになった。ドイツ・イタリア関係は，不干
渉委員会の活動をとおしてさらに強化された
のである。37年に導入された海上査察計画
は，同年夏にはドイツ・イタリア両国の非協
力で頓挫し実効性が期待できなくなった。そ
の後査察計画は，幾度となくイギリス・フラ
ンス両国により修正提案されたが，ついに不
干渉の実効性をあげることはできなかった。
一方イギリス政府部内では，地中海地域で
の勢力圏の現状維持や対ドイツ牽制の目的か
ら，イタリアとの関係改善を強く望むネヴィ
ル・チェンバレン（Neville Chamberlain）政
権（37年 5 月～40年 5 月）が成立した。37年
中を通じて，対イタリア関係の早期改善を優
先する首相と慎重な姿勢を崩さぬイーデン外
相との閣内対立が激化し，ついには38年 2 月
にイーデン外相が辞任する28）。その後，イギ
リス・イタリア双方による協定締結交渉が進
展して，38年 4 月16日にイギリス・イタリア
復活祭協定が締結され，38年11月16日に発効
する。同協定の主要な内容は，地中海・紅海
地域における両国勢力圏の現状維持を基礎
に，イタリアがスペインから義勇軍（実際は
正規軍）を撤兵する代わりにイギリスがイタ
リアのエチオピア併合（伊領東アフリカ帝
国）を承認するというものであり，イタリア
義勇軍のスペインからの完全撤退が発効の前
提条件となっている。その他に，イタリア政
府が，スペインにおける領土的野心の否定，



金城学院大学論集　社会科学編　第18巻第 1号

― 6 ―

2021年 9 月

リビア駐留軍の削減，中東地域におけるラジ
オによる反イギリスキャンペーンの停止等を
遵守することが，協定条項中に規定されてい
た29）。チェンバレンはこの協定を締結・批准
することで，イタリアをドイツから一定程度
引き離し，地中海地域での現状維持をめざし
た。
　38年のミュンヘン会談以降に，イギリス政
府はイタリアを自国側に繋ぎ止めたいとする
希望から，更なる接近を試み，39年 1 月にチェ
ンバレンとハリファックス（Edward Wood 
Halifax）外相（イーデンの後任者）がローマ
訪問を行い，両国の関係改善に努めた。しか
しながら，イギリスの親イタリア政策は，不
確実かつ一方的なものであり，成功のめどは
立たなかった。他方，イタリア政府は，イギ
リスとドイツ両国の勢力バランスを計りなが
ら，自国の外交上のフリーハンドを保持しよ
うとしたが，すでにこの頃にはドイツへの依
存度を高めており，ドイツ・イタリア同盟強
化路線以外の外交的選択は，現実には殆ど存
在しなかったのである30）。

5 ．ミュンヘン会談の特質　
　38年 9 月29日から30日にかけて，ドイツの
ミュンヘンで，イギリス・フランス・ドイ
ツ・イタリア四大国政府首脳（チェンバレ
ン，ダラディエ，ヒトラー，ムッソリーニ）
会談が開催され，チェコスロヴァキアのズ
デーテン地方（ドイツ系住民が約310万人在
住）の併合を望んだヒトラーの要求を協議し，
最終的にこれを他の三大国首脳が承認した。
現在でも根強い批判があるミュンヘン会談で
ある。とくに重要なのは，同会談が第二次世
界大戦後の国際政治において，左右両派から
厳しく非難されてきた歴史的経緯を持つ点で
ある。すなわち一方で右翼・保守主義者から
は，いたずらに独裁者に譲歩することで相手

の要求をさらに増大させ，対外交渉上大きな
妥協を余儀なくされたとして，外交的に大き
な失敗とみなされたのである。他方で左翼・
リベラル陣営からは，チェコスロヴァキアと
いう小国を犠牲にして，一時的な平和を勝ち
取っても本質的な解決に繋がらずに，単に問
題を先送りしたとして，大国主義的な権力外
交の典型とみなされて非難されたのである31）。

ミュンヘン会談までの道のり
ミュヘン会談までの経緯を述べると，38年
3 月のドイツによるオーストリア併合後に，
チェコスロヴァキア内のドイツ系住民の自治
権獲得運動が，ズデーテン=ドイツ人党のヘ
ンライン（Konrad Henlein）を中心に一層強
まり， 4月にはカールスバード綱領を掲げて
公然と自治要求運動が展開されるに至った。
当時から，ヘンラインがナチス・ドイツ勢力
と連携していたことは公然の事実であった。
これに対してイギリスとフランス政府は， 4
月末に首脳会談を持ち，チェコスロヴァキア
政府とヘンライン一派の調停に乗り出す。イ
ギリスのチェンバレン首相は 3月24日に，ソ
ヴィエト連邦のチェコスロヴァキアに対する
共同援助の申し出について，下院本会議にお
いて，チェコスロヴァキアに対する特定の援
助義務はないと明確に拒否するのである32）。
形骸化した人民戦線政府を継承したフラン
スのダラディエ（Édouard Daladier）内閣も，
親ドイツ的傾向を露わにしていた。こうして
英仏両国政府が，チェコスロヴァキア政府に
働きかけ説得した結果， 9月にチェコスロ
ヴァキア政府は，ズデーテン=ドイツ人党の
要求案のほとんどすべてを受け入れることを
決定した33）。本来であればこれで問題は解決
されるはずであったが，ヘンラインはチェコ
スロヴァキア政府との交渉を拒否し， 9月12
日のニュルンベルク演説において，ズデーテ
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ン=ドイツ人の自決に対するドイツの援助を
公言した34）。ここにおいて，ズデーテン問題
は単にチェコスロヴァキア国内の少数民族問
題にとどまらずにヨーロッパ全体を巻き込む
国際問題へと発展するのである。
　38年 9 月15日，チェンバレンはイギリス・
ドイツ両国首脳の直接会談によるズデーテン
問題の解決を図り，ヒトラーの山荘があるベ
ルヒテスガーデンにおいて，第 1回目の会談
を行った。会談の席上，ズデーテン・ドイツ
人の自治獲得のためには戦争も辞さないと主
張するヒトラーの強硬な態度を宥めて，チェ
ンバレンは最終斡旋案の調整を図る35）。チェ
ンバレンは帰国後に，直ちにチェコスロヴァ
キア政府に対する斡旋案を作成し， 9月18日
にフランスのダラディエ首相とボネ（Georges 
Bonnet）外相をロンドンに招き，イギリス・
フランス共同提案を作成しチェコスロヴァキ
ア政府に提示した。この提案の内容は，大き
く二つに要約できる。第一は，ズデーテン地
方のドイツへの割譲であり，第二に，35年に
成立したフランス・ソヴィエト連邦・チェコ
スロヴァキア 3国の相互援助条約の破棄であ
る36）。チェコスロヴァキア政府はいったん拒
否するが， 9月21日にイギリス・フランス提
案の受諾を決定した。この斡旋案を持って，
チェンバレンは再びドイツのゴーデスベルク
に飛び， 9月22日と23日にわたりヒトラーと
の第 2回目の会談をもった。この時にヒト
ラーは，さらに条件をつり上げ，ズデーテン
地方の即時譲渡を要求して，10月 1 日まで譲
渡されない場合には，直ちに軍事占領する旨
を関係三国に通告した37）。チェコスロヴァキ
ア政府はこれを拒否し，総動員令を発する。
フランス政府も反対し，イギリス政府も漸く
ここに至っては，海軍に部分動員令を発して
国民に空襲への準備指示をせざるを得なかっ
たのである。

こうして一時的ではあるが，全欧州諸国は
戦争の危機に直面することになる。他方でソ
ヴィエト連邦は， 9月21日にチェコスロヴァ
キアに対する援助を表明し，アメリカ合衆国
のローズヴェルト大統領はズデーテン問題の
解決に向け調停を提案するが，英仏はヒト
ラーとの直接交渉を推進する38）。チェンバレ
ンは 9月27日に，ムッソリーニにヒトラーと
の国際会議の斡旋を依頼して，戦争への危機
の瀬戸際で，ミュンヘンでの四大国の首脳会
談が開催される運びとなる。

ミュンヘン会談の意味するもの
西欧四大国がミュンヘンにおいて追求した
ものは，いかなるものであったのか。協定内
容の主旨は，概ね以下のとおりである39）。
① 　四大国は協調体制確立に向けて相互に
努力することを確認する。
② 　イギリスとドイツの友好関係をその体
制の基軸とする。
③ 　ヴェルサイユ条約で画定した国境線を
平和的に改定する。
ミュンヘンをめぐる，欧米の有力な歴史解
釈は，この取り決めが，チェコスロヴァキア
を大国間のパワーゲームの犠牲にして，暫時
の不確実な平和を購った，いわば宥和外交の
頂点とする見解が中心である。確かに，同会
議に当事国チェコスロヴァキアの代表は同席
が許されなかったし，欧州の大国ソヴィエト
連邦が招聘されなかった事実の中に，西欧四
大国の大国主義的傾向や反共イデオロギー的
性格を持つ点を指摘するのは容易なことであ
る。その意味でミュンヘン会談を，ヨーロッ
パにおける帝国主義諸列強間の利害調整およ
び大国間相互の勢力圏再編成の場であるとす
る解釈は，一定の合理性を持つようにも考え
られる40）。しかしながら，果たしてそうなの
であろうか。
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ここでミュンヘン協定の基本的性格を要約
すると，以下の諸点があげられる。第一に，
四大国の協調によるヨーロッパの平和の創出
という構想は，19世紀のウィーン体制以来，
繰り返し追求されてきたものであること41）。
第二に，イギリス・ドイツ両国の関係改善が
西欧政局の安定に寄与するという見解は，第
一次世界大戦の経験から，とくに戦間期のイ
ギリスで政財官界の指導者層に強く支持され
ていたこと。第三に，四大国の保障体制確立
のために，民族自決の原則（ズデーテン地方
のドイツ人）のもとで，ナチス・ドイツの領
土的要求を受け入れたことである。
こうして構築されたミュンヘン体制は，そ
の交渉過程に明らかなように，イギリスの
チェンバレン首相が主導性を発揮して成立さ
せたものである。当時のイギリスは世界中に
散在する自国権益を保障するだけの能力に欠
け（オーヴァー・コミットメント），またヨー
ロッパの状況変化に自国の再軍備のスピード
が追いついていない状態であった。不安定な
パートナーであるフランスや孤立政策に回帰
していたアメリカ合衆国への不信感を抱きつ
つ，チェンバレンがファシズム諸国との不確
実な協調をめざした真の理由はそこにあっ
た。そのためにミュンヘンから帰国した彼が，
ロンドン・ヒースロー空港で英独両国の不戦
宣言書を示して成果を誇った時に，圧倒的多
数のイギリス国民は，ベルリン会議（1878年）
のディズレーリ（Benjamin Disraeli）以来，
再びヨーロッパから平和が持ち帰られたと確
信したのである42）。

6 ．スペインとミュンヘンの背後にあるもの
ここで，ミュンヘン会談後の38年 9 月から，
ドイツ軍のポーランド侵攻により第二次世界
大戦が勃発するまでの，約 1年間の四国関係
について概括すると，ドイツ・イタリアの同

盟関係はスペイン内戦への干渉をとおして進
展し，さらに39年以降は，軍事的側面からも
強化されたのである。とくにイタリアは，ス
ペイン内戦に深く干渉しており，イギリスに
対して，自国の価値を高く売り込む必要が
あった。イギリスのチェンバレン首相等の宥
和派は，再度イタリアへの接近を試みドイ
ツ・イタリア同盟に楔を打ち込もうと，38年
11月にイタリアによるエチオピア併合を承認
し，地中海・紅海地域の勢力の現状維持など
を目的とする，前述のイギリス・イタリア復
活祭協定の批准を行う。またドイツに対して
も，東欧諸国へのドイツの経済進出に対し一
定の理解を示すなど，経済的宥和政策とでも
呼ぶべき姿勢で対応していた43）。
フランスはミュンヘン会談以降，ヨーロッ
パ大陸において国威を失墜し，特に中東欧諸
国は，急速にドイツへの接近策を対外政策の
基軸にしたのである。こうしてロカルノ体制
以来堅持されてきた，フランスのドイツに対
する政治的・軍事的優位性は完全に崩れ，
ヨーロッパ大陸におけるパワーバランスは，
大きく変更を余儀なくされたのである44）。そ
の結果，フランスにとって，対ドイツ・イタ
リア政策上，イギリスとの二国関係の重要性
はさらに増大した。その状況の中で，イギリ
スへの外交的な依存度は，さらに高まるので
ある。そして，西欧四大国ともに，共通して
ソヴィエト連邦への働きかけは行われず，い
わばソヴィエト連邦を疎外する形で，この間
のヨーロッパ国際政治は展開されたのである。
さらに補足すると，ドイツ・イタリア両国
のファシズム体制の類似性については，すで
に多くの研究で明らかになったことである
が，その最大の類似性は反共イデオロギーに
あった。この点では，30年代のイギリス政府
も労働党政権の一時期を除けば，ほぼ一貫し
てファシズム勢力と同質性の反共（反ソヴィ
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エト連邦）的立場を共有していた。またフラ
ンスの人民戦線政府内部にも，保守・中道派
の急進社会党系閣僚（ミュンヘン会談当時の
ダラディエ首相も同党員）をはじめとして，
根強い反共思想が存在した45）。こうした政治
的共通性により，ミュンヘン会談で四大国が
協議して，ヨーロッパ国際関係の趨勢を巡っ
て利害調整を図る下地は成立していたのであ
る。
一方ソヴィエト連邦の外交政策は，国際連
盟の加盟（34年）の後に，当時西欧協調路線
を推進した外相の名を冠する「リトヴィノフ
（M.M.Litvinov）外交」が展開された。またファ
シズム勢力が台頭すると，35年 7 月から 8月
にかけて開催された第 7回コミンテルン大会
で，人民戦線戦術が採択され，ソヴィエト連
邦は反ファシズムを掲げ，イギリス・フラン
スなど西欧大国との連携を求めた。ところが
スペイン内戦期を通じて，イギリス・フラン
スとの協調関係の困難さが一層明確となる。
さらにミュンヘン会談に招聘されず四大国か
ら疎外された経験を踏まえ，スターリン
（I.V.Stalin）の西欧大国への不信感は決定的
なものとなった。
この後ソヴィエト連邦の外交は，大きく転
換する。すなわち西欧協調の「リトヴィノフ
外交」が放棄され，自国の国家利益を最大限
追求する「スターリン外交」が本格的に推進
されるのである。スターリンはミュンヘン会
談以後，明確に英仏協調路線を変更し，旧来
以上にドイツ・イタリア側へと接近を企てる
のである。この延長線上に，39年 8 月のナチ
ス・ドイツとソヴィエト連邦間の不可侵条約
締結が存在する。その意味で，30年代後半（36
～39年）のソヴィエト連邦外交について，特
にスペイン内戦とミュンヘン会談との関連を
中心に，再び検証し直す必要がある46）。
「ポスト・ミュンヘン」期には，39年 3 月

のドイツによるチェコスロヴァキア解体か
ら， 9月のポーランド侵攻までの期間におい
て，イギリス・フランスおよびドイツ・イタ
リア両勢力にとって，ソヴィエト連邦との同
盟関係の構築こそが，第二次世界大戦直前の
ヨーロッパ国際関係における，最重要の外交
課題となるのである。

7 �．むすびにー 30年代イギリス外交と宥和
政策

　30年代後半のイギリス外交は，36年のスペ
イン内戦問題や38年のズデーテン問題などの
西欧国際政治の危機に臨み，ドイツ・イタリ
アなどファシズム勢力との全面的対立を意図
的に回避することに目標の力点がおかれた。
たとえばスペイン内戦においては「不干渉政
策」，ズデーテン問題においては「ミュンヘ
ン会談」での解決が図られたのである。これ
ら一連の政策に共通する政治理念は，「宥和
政策」と総称されるものである。イギリス・
フランスの「宥和政策」は第二次世界大戦を
阻止できなかった点で，歴史学・国際政治学
の観点から，戦後の米ソ冷戦下において，厳
しく否定的な評価を受けることになったので
ある47）。
確かに，「宥和政策」の中に色濃く反映さ
れている，イギリス・フランス両国政府の保
守系政治家に根強い反共イデオロギー等の思
想的偏見やミュンヘン会談での両国政府の
チェコスロヴァキアの取り扱いに顕著な大国
主義的権力外交について，政策的・道義的責
任を総括することは重要である。それと同時
に，30年代後半期のヨーロッパという，同時
代史的空間において宥和政策が果たした肯定
的な側面についても，再検討・再評価をする
ことの意義は大きいと考えられるのである。
特にミュンヘンで，チェンバレンが希求し
た「四大国協調によるヨーロッパ国際政治の
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自律的解決」という理念は，機能不全に陥っ
た集団安全保障体制に代わり，ウィーン体制
以来の伝統的ヨーロッパ外交の復活をめざし
た政策であったのかという問題意識は，現代
国際政治史における重要な課題である48）。近
年の一部の研究によれば，ミュンヘン会談の
協定内容をヒトラーが反古にした39年 3 月以
降も，チェンバレンは四大国協調の可能性を
追求したとされる。この点で言えば，「ミュ
ンヘン後」も宥和政策はイギリス外交の基調
として継続したのである。したがってこの事
実を，単純に反共的保守政治家の妄想に過ぎ
ないとは断定できないと考えるものである49）。
また戦後のアメリカ合衆国とソヴィエト連
邦の冷戦時の対立において，欧米首脳が用い
た外交用語（政治用語）としての「宥和政策」，
および同義語として使用される「ミュンヘ
ン」という言葉が，それぞれの歴史的文脈で
どのような意味を持つのかという点について
も，丁寧に検証する必要がある。たとえば，
ベルリン危機（1948年，1961年）やキューバ
ミサイル危機（1962年）におけるアメリカ合
衆国首脳の対応，フォークランド紛争（1982
年）でのイギリス首相サッチャー（Margaret 
Thatcher）の対応，最近では，米英軍による
イラク攻撃（2003年）の際のアメリカ合衆国
大統領ブッシュ（George W. Bush）が，ミュ
ンヘン会談を例に挙げ，イラク大統領のサダ
ム=フセイン（Ṣaddām Ḥusayn）をヒトラー
になぞらえ，先制攻撃することの正当性を主
張し，「Appeasementは繰り返さない」と発
言したことは記憶に新しい50）。
改めて，欧米大国の政策決定者達が，いか
に第二次世界大戦前の歴史的経験に基づくこ
の言葉を重く受けとめて，現実の国際政治の
場で活用したのかに思い至るのである。その
意味で，政治・外交用語としての「宥和政策」
や「ミュンヘン」という概念は，現在でも国

際政治における分析枠組みとして，有効に機
能しているのである。
さらに，公開される各国の第一次資料が量
的に増加し，研究者の実証主義的傾向ともあ
いまって，「宥和政策」の評価をより複合的・
多義的なものにしている。その結果，宥和政
策に対する，従来のマイナス・イメージ，
チャーチル（Winston Churchill）史観に代表
される，第二次世界大戦時の戦勝国史観を修
正する新たな見解も提起されている51）。
現在では，大戦前史研究も進展して，宥和
政策から導き出される歴史的解釈について
も，旧来の善悪二分法的視点や道義的責任論
に立つ評価だけでは不十分である。すなわち
「宥和政策」という概念は，冷戦期に米ソ両
大国が相互に非難する際に用いた，曖昧な外
交的用語に拡大解釈せずに，1930年代という
時代的制約の中で，個別の時期および地域に
即して，各国の対外政策を実証的に再検討す
る必要がある。そのことにより，現代史にお
ける「宥和政策」の評価が，適正に行われる
ものと考えられるのである。
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